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�愛媛県告示第１２１７号
愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）第６条の規定によ

り、知事印（専用公印）を次のとおり新設した。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１２１８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

今治市朝倉上乙１８

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

今治市朝倉上乙６６１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所

東温市河之内字宮ノ谷乙９４２、乙９４４

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び関係市

役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１２１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
告 示

○ 知事印（専用公印）の新設………………………………………………７１３

○ 保安林の指定………………………………………………………………７１３

○ 道路の供用開始（県道多喜浜泉川線）…………………………………７１３

○ 道路の供用開始（県道多喜浜泉川線）…………………………………７１４

公 告

○ モリタリング車の購入……………………………………………………７１４

○ 免許台帳ファイリングネットワークシステムの借入れ………………７１５

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………７１６

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

モニタリング車の購入

� 購入物品名及び数量

モニタリング車 一式

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１９年３月３０日

� 納入場所

愛媛県立衛生環境研究所

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、差の端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されていること

を証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

平成１８年９月２８日（木）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１８年９月２８日（木）午後２時

愛媛県庁舎 第二別館１階会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札者が見積もる契約金額の１００分の５

以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定

金融機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し

又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代え

ることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

�愛媛県告示第１２２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷三丁目甲９０５番４地先から

同市郷三丁目甲９０４番１４地先まで
平成１８年８月１８日

〃 〃
新居浜市郷四丁目甲５２４番２から

同市郷四丁目甲５１４番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市郷五丁目甲１９６番２から

同市郷五丁目甲５０番２まで
平成１８年８月１８日

愛 媛 県 報平成１８年８月１８日 第１７８７号

７１４



た物品を納入できることを証明する書類を、入札書の提出に

先立って提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は封印し、受領期限までに提出しなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Environmental Radiation Monitoring Car，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２８ September２００６

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，General Administration Division，

General Affairs Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

免許台帳ファイリングネットワークシステムの借入れ

� 借入物品名及び数量

免許台帳ファイリングネットワークシステム一式（ハードウ

ェア一式、ソフトウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一

式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成１８年１２月１日から平成２３年１１月３０日まで

� 借入場所

愛媛県運転免許センターほか

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成１８・１９

年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有する

と認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０ 内線 ２２３１

� 入札書の受領期限

平成１８年９月２７日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１８年９月２７日（水）午後１時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入札書に、

この公告に示した物品を納入できることを証明する書類を添付

して、入札書の受領期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

愛 媛 県 報平成１８年８月１８日 第１７８７号

７１５
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� Nature and quantity of the product to be leased：

A driver’s license account book filing network System，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，２７ September，２００６

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０ Ext２２３１

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年８月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年７月３１日 特定非営利活動法人
共同連えひめ 白 石 勇 松山市上野町甲７３４番地の１４ この法人は、障害児・者の教育・生活・労働権

の確立をめざし、障害のある人ない人の統合教
育、共同事業所づくりを推し進め、あらゆる差
別を克服し、真の共生社会の実現に寄与するこ
とを目的とする。

平成１８年８月１８日 発行

愛 媛 県 報平成１８年８月１８日 第１７８７号

７１６


